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熊本県議会 農林水産常任委員会会議記録第 ３ 回

平成19年９月26日（水曜日）

午前10時０分開議

午前11時54分閉会

本日の会議に付した事件

議案第１号 平成19年度熊本県一般会計補

正予算（第５号）

議案第20号 平成19年度農地海岸保全事

業、県営かんがい排水事業、県営畑地帯

総合整備事業、県営経営体育成基盤整備

事業、広域農道事業、一般農道事業、県

営中山間地域総合整備事業、ふるさと農

道緊急整備事業、水と緑ふるさと保全対

策事業、ふるさと林道緊急整備事業、沿

岸漁場保全事業、地域水産物供給基盤整

備事業、広域漁港整備事業、単県漁港改

良事業、単県漁港しゅんせつ事業及び漁

村再生交付金事業の経費に対する市町村

負担金について

議案第21号 平成19年度農地海岸保全事業

及び漁港海岸保全施設整備事業の経費に

対する市町負担金について

議案第22号 平成19年度県営土地改良事業

の経費に対する市町村負担金について

報告第15号 財団法人熊本県農業公社の経

営状況を説明する書類の提出について

報告第16号 社団法人熊本県林業公社の経

営状況を説明する書類の提出について

報告第17号 財団法人熊本県林業従事者育

成基金の経営状況を説明する書類の提出

について

請第11号 熊本県内における遺伝子組み換

えナタネの自生・交雑の防止に関する請

願

閉会中の継続審査事件について

報告事項

① 県関与見直し実行計画に基づく県出資

団体等の見直し状況報告について

② 品目横断的経営安定対策への取組状況

について

③ 国営川辺川土地改良事業（利水事業）

の現状と今後の進め方について

④ 第31回全国育樹祭の開催について

⑤ 熊本県森林吸収量確保推進計画につい

て

出席委員（８人）

委 員 長 中 村 博 生

副委員長 佐 藤 雅 司

委 員 前 川 收

委 員 田 端 義 一

委 員 西 聖 一

委 員 内 野 幸 喜

委 員 上 田 泰 弘

委 員 髙 木 健 次

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

農林水産部

部 長 山 本 隆 生

次 長 廣 田 大 作

次 長 三 島 和 隆

次 長 上 田 堅

次 長 横 山 一 敏

次 長 吉 田 好一郎

首席農林水産審議員兼

農林水産政策課長 瀬 口 豊

団体支援総室長 丸 山 秀 人

団体支援総室副総室長 船 越 宏 樹

農林水産政策監兼

団体検査室長 東 泰 治

農業経営課長 伊 藤 敏 明

農業技術課長 本 田 民 雄
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首席農林水産審議員兼

農産課長 村 田 稔

園芸生産・流通課長 藤 井 正 範

畜産課長 高 野 敏 則

首席農林水産審議員兼

農村計画・技術管理課長 進 藤 金日子

農村整備課長 加 納 義 英

森林整備課長 織 田 央

林業振興課長 井 手 澄 男

森林保全課長 下 林 恭

首席農林水産審議員兼

水産振興課長 堤 泰 博

漁港漁場整備課長 久保田 義 信

事務局職員出席者

議事課課長補佐 森 本 健 一

政務調査課課長補佐 楢木野 美紀子

午前10時開会

○中村博生委員長 おはようございます。

それでは、ただいまから、第３回農林水産

常任委員会を開会いたします。

初めに、さきの本会議におきまして、新た

に本委員会の委員に選任されました髙木委員

から、一言ごあいさつをお願いいたします。

○髙木健次委員 皆さんおはようございま

す。合志市選出の髙木です。

今回、当農林水産常任委員会に所属するこ

とになりましたので、どうぞよろしくお願い

申し上げます。

○中村博生委員長 次に、今回付託された請

第11号について、提出者から趣旨説明の申し

出があっておりますので、これを許可したい

と思います。

請第11号についての説明者を入室させてく

ださい。

（請第11号の説明者入室）

○中村博生委員長 説明者の方に申し上げま

す。

各委員には、請願の写しを配付しておりま

すので、説明は簡潔にお願いしたいと思いま

す。

（請第11号の説明者の趣旨説明）

○中村博生委員長 趣旨はよくわかりました

ので、後でよく審査したいと思います。本日

はこれでお引き取りください。

（請第11号の説明者退室）

○中村博生委員長 次に、本委員会に付託さ

れた議案等を議題とし、これについて審査を

行います。

まず、議案等について執行部の説明を求め

、 。た後に 一括して質疑を受けたいと思います

また、本日の説明等を行われる際、執行部

の皆さんは着席のままで行っていただきたい

と思います。

それでは、農林水産部長から総括説明を行

い、続いて担当課長から順次説明をお願いし

します。

○山本農林水産部長 おはようございます。

御提案いたしております議案の説明に先立ち

まして、まず、去る６月から７月にかけての

梅雨前線豪雨並びに台風４号及び台風５号に

よる災害の状況について御報告いたします。

梅雨前線豪雨では、農地損壊や山地崩壊を

中心に被害額約78億6,000万円に上るなど、

県下各地に大きな被害をもたらしました。

また、台風４号及び５号では、山地崩壊や

水稲の倒伏等による農作物被害を中心に約３

億円の被害が出ております。

なお、梅雨前線豪雨及び台風４号につきま

しては８月10日に、台風５号についても９月

20日に激甚災害としての指定がなされており

ます。

県といたしましては、農地、農林道等の農

林水産業施設及び山地崩壊等の一日も早い復

旧と再度の災害防止に努めてまいります。

次に、国営川辺川土地改良事業につきまし
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ては、依然として地元市町村の意見の一致が

見られず、国の来年度予算の確保あるいは事

業の継続について、予断を許さない状況にご

ざいます。

県といたしましては、今後の地元市町村間

の協議状況や国の動向等を見きわめつつ、農

家中心という大原則を念頭に置きながら、県

として何をなすべきかを見据えた上で、精い

っぱい対応してまいりたいと考えております

ので、どうぞよろしくお願い申し上げます。

詳細につきましては、後ほどその他報告事

項の中で担当課長から御説明申し上げます。

、 、 、次に 来る11月４日 第31回全国育樹祭が

皇族殿下の御臨席を仰ぎ、阿蘇みんなの森で

開催されます。

「この地球の未来を潤すみどりの力」をテ
ほ し

、 、ーマに 県内外から約6,000人の参加を得て

皇族殿下による杉の木のお手入れや参加者に

よる育樹作業、緑化功労者の表彰等の行事を

行うことといたしており、県民参加の森づく

りへの機運を一段と高めてまいりたいと考え

ております。後ほど担当課長から改めて御説

明申し上げます。

それでは、今定例県議会に提案いたしてお

ります議案の概要につきまして御説明申し上

げます。

今回御提案いたしておりますのは、一般会

計補正予算及び市町村負担金関係議案でござ

います。

、 、まず 補正予算の主な内容でございますが

地球温暖化防止のための森林吸収源対策とし

て、民有林における間伐を追加的に実施する

間伐関連事業費、また、先ほど報告申し上げ

ました農地、農業用施設、林道、治山施設等

の原形復旧、山地崩壊や土砂流出等の再度の

災害を防止するため、緊急的な治山施設を整

備する緊急治山事業などの災害対策費などに

ついて所要額を計上いたしております。

あわせて、農業大学校における全寮制学生

及び研修生等に対する給食業務委託のための

債務負担行為の設定もお願いいたしておりま

す。

次に、条例等案件といたしましては、市町

村負担金関係３議案を提案いたしておりま

す。平成19年度に実施いたします農地海岸、

農道、林道、漁場、漁港等の各事業、県営土

地改良事業等に要する経費の一部につきまし

て、受益市町村に負担いただく負担率を定め

るものでございます。

次に、報告事項といたしましては、財団法

人熊本県農業公社、社団法人熊本県林業公社

及び財団法人熊本県林業従事者育成基金の経

営状況を説明する書類を提出いたしておりま

す。

以上が今回提案いたしております議案の概

要でございますが、詳細につきましては、そ

れぞれ担当課長から御説明申し上げますの

で、御審議のほどよろしくお願い申し上げま

す。

なお、その他報告事項といたしまして、県

関与見直し実行計画に基づく県出資団体等の

見直し状況報告についてほか４件について、

それぞれ関係課長から御報告申し上げること

といたしております。

どうぞよろしくお願い申し上げます。

○瀬口農林水産政策課長 それでは、資料の

２ページをお願いしたいと思います。

農林水産政策課でございます。

99万円の増額補正をお願いしております。

内容としましては、水産研究センターの試

験調査事業、藻場造成技術開発試験におきま

して、独立行政法人から全額の事業受託に関

する補正でございます。

続きまして、説明資料の16ページをお願い

いたします。

16ページが議案第20号、18ページが議案第

21号、19ページが議案第22号でございます。

いずれも平成19年度におきまして、農林水

産部所管の県営事業におきまして、市町村が
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負担すべき金額を定めるものでございます。

なお、市町村の負担を定めるには、受益市

町村の意見を聞いた上で、県議会の議決を経

、 、て定めることとなっておりますが 関係法が

地方財政法、海岸法、土地改良法にまたがっ

ておりますので、その根拠ごとに議案を提案

するものでございます。

説明につきましては、昨年度との違いにつ

いてのみ御説明いたしたいと思っておりま

す。

まず、16ページをお開きいただきたいと思

います。

表中の５番、６番、県営経営体育成基盤整

備事業及び広域農道事業について、平成18年

度に事業実施のなかった地域整備関連促進及

び農道環境整備を追加したものでございま

す。

次のページでございますけれども、17番漁

村再生交付金事業でございます。

、 、これは 国庫補助制度の変更に伴いまして

昨年度までの漁港漁場機能高度化事業を廃止

し、新設したものでございます。負担率は、

漁港漁場機能高度化事業が６分の１だったの

に対し、今年度の漁村再生交付金事業は100

分の10に設定しております。市町の事業に対

する県の継ぎ足し補助を廃止したため、県事

業に対しても市町の負担を軽減したというこ

とでございます。

、 。続きまして 19ページをお願いいたします

表中の10番及び18番の湛水防除事業及び防

災ダム事業につきまして、平成18年度に事業

実施のなかったものを追加したもので、負担

額は国が示しておりますガイドラインによる

ものでございます。

そのほかにつきましては、３議案とも昨年

度と同様でございます。

以上、よろしくお願いいたします。

続きまして、熊本県農業公社の決算状況に

ついてでございます。

別冊の経営状況があると思いますけれど

も、その中に１枚、概要というものを挟んで

あるかと思います。それで説明させていただ

きたいと思います。

報告第15号財団法人熊本県農業公社の経営

状況を説明する書類の提出についてでござい

ますが、地方公共団体が２分の１以上出資し

ている団体につきましては、地方自治法第24

3条の３第２項の規定によりまして、その経

営状況を毎年度報告することとなっておりま

す。

内容につきましては、農業公社は農林水産

政策課、農業経営課、畜産課にまたがってお

りますので、代表して農林水産政策課から御

報告させていただきたいと思います。

お手元の１枚紙でございますけれども、農

業公社は、農地保有合理化事業、畜産関連事

業及び農業公園の管理運営等を通じて、本県

農業の発展と農家経営の安定向上に寄与する

ことを目的としまして、平成15年４月、農地

管理公社と畜産開発公社を統合して設立して

。 、 、 、おります 所在地 組織 基本金については

記載のとおりでございます。

続きまして、平成18年度決算の概要につい

てでございます。

農地保有合理化事業、畜産基盤整備事業を

所管する一般会計、公共育成牧場の経営を所

管する畜産振興基金特別会計及び農業公園管

理運営等事業特別会計の３会計を総合した下

から２段目の当期正味財産増減額は、マイナ

ス3,880万円となっております。その下段の

正味財産期末残高は、２億5,376万円余とな

っております。

この３つの会計のうち、一般会計と農業公

園管理運営等特別会計につきましては、黒字

経営となっておりますが、畜産振興特別会計

につきましては、当期正味財産増減額がマイ

ナス4,165万円余、正味財産期末残高がマイ

ナス２億1,704万円余となっており、大変厳

しい経営状況になっております。その詳細に

つきましては、後ほど御説明いたします。
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次に、事業実績等について御説明いたしま

す。

最初に、農地保有合理化事業について説明

いたします。

当事業は、規模を縮小したい農家から農地

を買い入れ、規模拡大を希望する担い手農業

者等へ農地を集積させる事業であり、農地の

集団化等を効果的、効率的に進める上で、必

要不可欠な事業と考えております。

その中心事業であります農地売買事業の平

成18年度の実績ですが、買い入れ、売り渡し

実績とも、前年度を上回るものとなっており

ます。

次に、畜産基盤整備事業についてですが、

玉名地域、菊池地域等４地域で、飼料畑、畜

舎、家畜排せつ物処理施設等の整備を実施し

たところです。

次に、裏面に移りまして、公共育成牧場経

営事業についてですが、県公共育成牧場の指

定管理者としての農家からの育成牛の預託の

ほか、肉用牛の改良推進のための受精卵供給

の業務、県の種雄牛管理等の業務を受託して

おります。

平成18年度実績では、生乳生産調整等を初

めとした酪農経営環境の大きな変化を受けま

して預託頭数が320頭となり、平成17年度の3

88頭から大きく減少していることが特徴的な

ところとなっております。

次に、公共育成牧場経営事業の経営状況に

ついてでございます。

これまでの経緯を簡単に述べますと、平成

３年度からの牛肉輸入化の影響を受けまし

て、平成５年度末には累積欠損金を２億4,60

0万円に拡大させております。その後、経営

改善等の努力によりまして、平成15年度まで

は単年度黒字で推移し、累積欠損金も１億3,

300万円まで減少してまいりましたが、平成1

6年度は、不足する退職給与引当金を積みま

したことで2,300万円余の赤字、平成17年度

は、生乳生産調整の影響を受けて預託頭数が

減少し、約1,900万円の赤字となり、２期連

続の赤字を計上したところです。

このような状況を受けまして、平成18年度

は、関係団体とともに、預託事業の見直し等

の検討、経営改善への取り組みを実施したと

ころですが、預託頭数はさらに落ち込み4,10

0万円余の赤字となり、累積欠損金は２億1,7

00万円余に拡大しております。

この経営課題に対する取り組みについてで

ありますが、生乳生産調整や配合飼料の高騰

を初め、公共育成牧場を取り巻く環境が大き

く変化していることから、牧場の役割や経営

見込みを検証しながら、現在そのあり方も含

めて検討を進めているところでございます。

次に、農業公園管理運営事業についてであ

りますが、県農業公園の指定管理者として、

施設の管理運営を受託しているところであり

まして、平成18年度の入園者は50万9,000人

となっており、３年ぶりに50万人の大台に回

復しているところでございます。

最後に、平成19年度の事業計画につきまし

ては、別冊経営状況を説明する書類の21ペー

ジ以降に記載しております。その説明につい

ては、資料をごらんいただくということで省

略させていただきます。

以上、財団法人県農業公社の経営状況につ

いて御報告を終わります。

○丸山団体支援総室長 団体支援総室でござ

います。

説明資料の３ページをお願いいたします。

共同利用施設災害復旧費におきまして、国

庫支出金返納金といたしまして14万6,000円

の増額補正をお願いしております。

この返納の対象となります災害復旧事業

は、平成16年９月、台風18号により被害を受

けました農協の倉庫や選果場などの共同利用

施設に係るものでございます。

平成16年度に、県は、事業実施主体であり

ます５農協に対しまして、総額で1,100万円
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余の補助金を交付し、その財源といたしまし

て、国からその全額について補助金の交付を

受けたものでございます。

今般その中で、２農協３施設で補助金を14

万6,000円上回って受領していたことが判明

いたしました。その分につきまして、農協か

ら県に対して返納させるとともに、県から国

に対して返納を行うものでございます。

団体支援総室は以上でございます。御審議

方よろしくお願いいたします。

○伊藤農業経営課長 農業経営課でございま

す。

説明資料の４ページをお願いいたします。

農業総務費の国庫支出金返納金でございま

す。

24万3,000円を補正額として計上しており

ます。

説明欄でございますが、これは農業委員会

等振興助成費の国庫支出金の返納金でござい

ます。

中身といたしましては、会議費等の実績減

に伴う国庫支出金の返納金でございます。

次に、農業指導施設費でございます。

債務負担行為の追加でございます。

説明欄にございますように、農業大学校給

食業務の債務負担行為の設定でございます。

農業大学の給食業務につきましては、今年

度までは毎年入札により単年度契約を行って

、 、おりましたが 県行革の一環といたしまして

提案公募型を来年度から採用することとして

おります。サービスの向上、それから経費の

節減を図るため、また、安定的経営をさせる

ために複数年度、３カ年ということで債務負

担をお願いしているところでございます。

農業経営課は以上でございます。よろしく

お願いいたします。

○本田農業技術課長 農業技術課でございま

す。

資料の５ページをお願いいたします。

、 、まず 農業改良普及推進費でございますが

説明欄の産学官連携普及強化促進事業でござ

います。新規でございます。

これにつきましては、本年度創設されまし

た国の公募型補助事業に応募し採択されたも

のでございまして、県の普及組織を中心とい

たしまして、産学官の連携により産地の活性

化を図る目的で取り組むものでございます。

1,212万円余の増額補正をお願いいたしてお

ります。

具体的には、菊池地域で成分調整ペレット

堆肥等による環境保全型農業体系の確立と普

及、または芦北の日本一早いソバ街道づくり

を計画しておるところでございます。

次に、植物防疫費の病害虫発生予察事業費

でございます。

説明欄の環境に配慮した病害虫防除推進事

業でございますが、臭化メチルの使用量削減

に向けた総合防除の推進のための増額補正69

6万円余でございます。

具体的には、ＪＡ八代が行います低透過性

フィルムを用いた臭化メチル削減技術の大規

模実証圃でございます。

次に、下段でございますが、農薬安全対策

費です。

説明欄の農薬残留対策事業費の受託業務の

増に伴います20万円余の増額補正でございま

す。

以上、農業技術課は、合計1,928万円余の

増額補正をお願いいたしております。御審議

のほどよろしくお願いいたします。

○高野畜産課長 畜産課でございます。

説明資料の６ページをお願いいたします。

畜産課といたしましては、２つの事業の補

正予算をお願いしているところでございま

す。

まず、国庫支出金返納金でございますけれ

ども、これは家畜施設等の整備事業におきま
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、 、して 消費税額が確定したことに伴いまして

この相当額の補助金を事業主体から受け入れ

まして国に返納する事業でございます。

続きまして、下の方の事業でございますけ

れども、自衛防疫強化総合対策事業でござい

ますけれども、これは高病原性鳥インフルエ

、 、ンザの防疫対策といたしまして 動力噴霧器

それとか防虫ネット、こういったものを農家

に整備する事業でございます。国の事業実施

が当初予算に間に合いませんでしたので、今

回の補正をお願いするものでございます。総

額1,473万円余の増額補正をお願いしており

ます。

御審議よろしくお願いいたします。

○進藤農村計画・技術管理課長 農村計画・

技術管理課でございます。

７ページをお開き願います。

土地改良費の補正について説明いたしま

す。

農業用水水源地域保全対策事業についてで

ございますが、4,397万5,000円をお願いして

おります。

この事業は、農業部門と林業部門が連携し

て、良質な農業用水の安定供給という側面か

ら水源林整備に農業サイドからアプローチし

まして、地球温暖化対策に貢献していこうと

するものでございます。本年度、国において

制度化されたものでございます。

具体的には、良質な農業用水の安定的な供

給のために、農業用水の水源林や耕作放棄地

の調査を行うということと、農業関係者を初

め地域住民等に対しまして、農業用水や水源

地域を取り巻く現状、課題への理解促進、さ

らには農業用水の有効利用につきまして広く

普及促進するものでございます。本事業は、

環境立県を目指す本県にとりましても大変有

効な事業と考えておりますので、今回補正を

お願いするものでございます。

御審議をよろしくお願いいたします。

○加納農村整備課長 農村整備課でございま

す。

８ページ目をお願いします。

国庫支出金返納金でございますが 732万1,、

000円の補正をお願いするもので、右の説明

欄の方に記載しておりますとおり、測量設計

委託業務の変更契約に伴います国庫補助金等

の返還であります。

次に、９ページをお願いいたします。

農地災害復旧費でございます。

説明欄にも記載しておりますが、本年６月

から８月にかけましての梅雨前線によります

豪雨、そしてまた台風４号等によりまして、

美里町を初めとしました広範囲に災害が発生

いたしております。

これらの復旧工事を２つの事業で対応して

まいりたいと考えておりますが、１つは、中

ほどに記載しております現年団体営耕地災害

復旧費でございます。

市町村などが事業主体となって農地や用水

路等の復旧を行うものでございまして、13億

4,300万円の増額補正をお願いするものでご

ざいます。

、 、また その下の現年県営耕地災害復旧費は

県が事業主体となって復旧する工事でござい

ます。

説明欄に記載しております日時の豪雨によ

りまして、緑川に鵜の瀬という農業の堰がご

ざいますが、その堰が被災をいたしましたの

で、復旧工事を２億600万円の補正にてお願

いをするものでございます。

団体営、県営合わせまして、合計15億4,90

0万円の増額補正をお願いするものでござい

ます。

以上です。

○織田森林整備課長 森林整備課でございま

す。

、 。まず 補正予算の関係を御説明いたします
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資料の10ページをお願いいたします。

流域総合間伐対策事業費で補正額2,331万

5,000円を計上しております。

財源の内訳は、全額国庫支出金でございま

す。

事業の内容でございますけれども、２つご

ざいまして、１つは、高性能林業機械の導入

のための経費の補助でございまして、水俣芦

北森林組合でフォワーダという機械を導入す

ることとしております。

もう一つは、モデル的に行います列状間伐

に係る経費の補助でございまして、これは今

年度から国の方で新たに創設された補助事業

の未整備森林緊急公的整備導入モデル事業と

いう事業で行います。

次に、造林事業費で３億9,589万円を計上

しておりまして、財源内訳は、そこに掲載さ

れているとおりでございます。

事業内容は、間伐等の造林事業に対する補

助でございます。

11ページをお願いいたします。

県有林造成事業費で、いわゆる財源内訳の

変更を行っております。

具体的には、一般財源で行う予定でござい

ました素材生産事業、いわゆる立っている木

を伐採して丸太にして集積する事業でござい

ますけれども、この一部1,800万円分につき

まして、先ほど申し上げました全額国庫で行

います未整備森林緊急公的整備導入モデル事

業に振りかえて列状間伐を実施するものでご

ざいます。

なお、後ほどまた御説明いたしますけれど

も、森林整備課関係の今回提案させていただ

いている補正予算につきましては、最初に説

明いたしました高性能林業機械の導入に係る

補助を除きまして、すべて地球温暖化防止森

林吸収源対策としての追加的な間伐を行うた

めのものでございます。

補正予算関係は、以上でございます。

続きまして、報告事項の熊本県林業公社の

経営状況について説明させていただきます。

別冊の社団法人熊本県林業公社の経営状況

を説明する書類という冊子がございます。こ

れに挟んでおります１枚紙で説明をさせてい

ただきたいと思います。

まず、設立経緯でございます。

昭和36年に設立されまして、46年には県内

一円を対象とする現在の公社に改組をしてお

ります。

２の組織の概要につきましては、資料に記

載されているとおりでございますけれども、

職員数につきましては、平成８年の18人から

現在11名まで縮減してきているということで

ございます。

３の公社事業の概要でございます。

林業公社によります森林整備につきまして

は、土地所有者と公社が契約を結びまして、

公社が費用を負担して造林、保育、管理を行

いまして、伐採時の販売収入を公社と土地所

有者で分け合うという分収契約方式で行って

おります。

、 、 、分収の割合につきましては 当初 公社６

土地所有者４ということで進めてきましたけ

れども、公社の経営改善の観点から、平成４

年度以降の契約は７対３、さらに平成12年度

以降につきましては、放置されている皆伐跡

地で公益的機能の確保上必要な場合に限定し

て植栽を行っておりまして、この場合の割合

は85対15としております。平成18年度末の契

約件数1,438件、面積は9,300ヘクタールとい

う状況です。

次に、18年度の主要事業の実績でございま

すけれども、現在、原則新植を凍結しており

まして、18年度は下刈りと除間伐を実施して

おります。

裏面をお願いいたします。

18年度の決算の関係でございます。

貸借対照表でございますけれども、資産の

部の流動資産は、これは未収金等でございま

すし、また固定資産につきましては、これは
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ほとんどが山林でございます。

負債の部の流動負債は、未払金等でござい

ます。

それから、固定負債290億円余を計上して

おりますけれども、これは内訳として、県か

らの借入金が203億円、農林漁業金融公庫か

らの借入金が87億円等となっております。

次に、収支計算書でございますけれども、

費用の部の事業費は、これは造林事業費等で

ございますし、それから一般管理費のうち支

払い利息につきましては、農林漁業金融公庫

からの借入金に係る支払い利息でございま

す。

分収交付金、これは間伐等で収益が上がっ

た場合に土地所有者に分収分として交付する

ものでございます。

受託事業につきましては、県有林の保育、

管理を公社の方で受託してございます。

また、借入金返済支出は、県及び農林漁業

金融公庫からの借入金の元本償還分でござい

ます。

次に、収入の部の事業収入、これ2,000万

円余となっておりますが、公社有林はまだ若

干年齢が若くて本格的な伐採時期になってい

ないので、額がこういう小さい額となってお

ります。

それから、借入金収入４億5,700万円余の

内訳でございますけれども、県からの借入金

が４億2,900万円余、農林漁業金融公庫から

の借入金が2,800万円ということでございま

す。

最後に４の林業公社の経営改善に向けた取

り組みでございます。

公社に関しましては、これまでも、事務事

業組織の合理化、借入金の金利軽減等の改善

を進めてきたところでございますけれども、

依然収支見通しが厳しいということで、平成

17年８月に県の方に熊本県林業公社経営改善

推進委員会というものを設置したところでご

ざいます。

そして、18年３月には、この委員会から経

営健全化に向けた追加的な方策を取りまとめ

た中間報告をいただいたところでございまし

て、今後これに即して、分収割合の変更です

とか長伐期化等を積極的に進めることとして

おります。

また、今年度中には、同委員会から、今後

の林業公社のあり方についての最終報告をい

ただくこととなっておりまして、現在鋭意議

論を進めていただいているというところでご

ざいます。

以上でございます。

○井手林業振興課長 林業振興課でございま

す。

まず、補正予算につきまして御説明申し上

げます。

資料の12ページをお願いいたします。

今回、総額８億4,000万円余の補正増をお

願いいたしております。

まず、国庫支出金返納金でございますが、

これは広域合併で誕生しました阿蘇市森林組

合が、非合併組合が整備した施設を廃止、統

合することに伴い、国庫補助残分を自主返納

するものでございます。

次に、林業・木材産業振興施設等整備事業

費でございますが、これは本年度から取り組

んでおります新生産システムの拠点整備工場

に、今回新たに製材施設並びに作業用建物が

認められたため、それに要する１億円余の補

正をお願いするものでございます。

具体的には、地元でも非常に処理に困って

おりますバークの粉砕機並びに横切り機、さ

らに作業用建物でございます。

次に、最下段の林道災害復旧費でございま

すが、これは部長あいさつにもありましたと

おり、７月豪雨、台風災害等で林道に被害を

受けました800カ所のうち、説明欄にありま

す186プラス１、緊急を要する187カ所の災害

復旧に要する経費でございます。すべて市町



- 10 -

村の実施主体で実施するものでございます。

以上、８億4,000万円余の補正増額をお願

いしているところであります。

、 。続きまして 資料の23ページでございます

報告事項でございます。

財団法人熊本県林業従事者育成基金の経営

状況を説明する書類の提出について御説明を

申し上げます。

別冊で業務報告書を準備いたしております

が、その中に１枚概要について取りまとめて

おりますので、18年度決算概要について御説

明をさせていただきます。

まず、設立の趣旨につきましては、林業事

業体で雇用される従事者の就業環境を整備し

て、若年従事者の育成、確保並びに林業の安

定的な発展に資することを目的としまして、

この基金が設立されたところであります。

基金の経緯につきましては、平成元年から

平成９年までに関係機関から出資を募りまし

て、32億円余の基本財産を造成したところで

あります。さらに、平成９年度からは、労働

力の確保促進に関する法律に基づきまして、

当基金が労働力に関するいろんな施策を実施

するということが追加されております。

３、４につきましては省略しまして、５の

組織につきましては、理事14名、監事３名、

事務局６名で事務を実施しております。具体

的には裏側の方に組織一覧を示しております

ので、ごらんいただきたいと思います。

表に戻りまして、６の基本財産につきまし

ては、平成19年４月1日現在につきましては3

1億7,000万円余の基本財産を管理運営いたし

ております。

内訳につきましては、申しわけありません

が、裏側の２の基本財産のところをごらんに

なっていただきます。

現在の基本財産は、31億7,000万円余です

が、基本的には先ほど申しましたように、熊

本県、それから市町村、それから団体等を含

めまして、32億1,000万円余の基本財産を造

成いたしました。その後、運用してまいりま

したが、平成12、13、15につきましては、非

常に低金利のこともありまして、運用額が給

付額に不足したために基金を取り崩しており

ます。結果としては、きょう現在、31億7,00

。0万円余の基本財産を管理いたしております

表に戻っていただきまして、７の18年度の

決算状況報告でございます。

まず、基金事業につきましては、8,000万

円余の給付事業をいたしております。

具体的な中身につきましては、アの退職金

共済事業に対する助成、それからイの社会保

険加入促進事業に対する助成が主なものでご

ざいまして、その他、新規参入者あるいは多

技能従事者育成促進事業等々を実施しまし

て、合計8,200万円余の給付をいたしており

ます。

次に、林業労働力確保支援センター事業と

いたしまして、国、県、森林組合連合会から

の委託、補助事業を実施しておりまして、林

野庁、県の補助事業としまして、まずは、林

業技能作業士、グリーンワーカーの養成研修

を実施するほか、イの元気づくり大会、ウの

事業の相談、あるいは指導、雇用管理者研修

等々を合計4,000万円ほど実施しまして、合

計しますと１億2,000万円余の事業を実施し

ております。

（2）の収支計算でございますが、収入の

部につきましては、基本財産の運用益ほか１

億7,000万円余の収入を得ております。

②の支出の部につきましては、先ほど申し

ましたように、１億2,000万円余の支出をい

たしまして、差し引き次期繰越金4,700万円

余ということで、経営状況につきましては、

非常に適正に経営されております。

運用の中身につきましては、裏面の３の基

本財産の運用収入ということで、16、17、18

年につきましては、外国債、ユーロそれから

ドル債を半分運用いたしておりまして、ユー

ロ高の状況の中で、非常に利子配当を高くい
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ただいたということで、運用状況につきまし

ては、非常に好ましい状況で運用しておりま

す。

以上でございます。

○下林森林保全課長 森林保全課でございま

す。

13ページをお願いいたします。

補正予算の内容について御説明申し上げま

す。

治山費で11億6,400万円余の増額補正をお

願いしております。

まず、治山事業でありますが、２億6,000

万円の増額補正です。

これは、ことしの梅雨前線豪雨災や台風災

害等により荒廃しました奥地水源地域等の４

カ所を復旧、整備するものでございます。

次に、緊急治山事業でございますが、７億

2,700万円余の増額補正です。

、 、これは ことしの梅雨前線豪雨災で美里町

山都町等を中心に新たに発生しました山地災

害箇所９カ所を緊急に整備するものでござい

ます。

次に、単県治山事業も１億2,900万円余の

増額でございますが、これも同様に、ことし

の災害で発生した山地災害のうち国庫補助の

対象とならない小規模被災箇所を復旧するも

ので、県営事業として、保安林内被災箇所の

21カ所、市町村営事業として、市町村が実施

主体となって復旧する34カ所について助成す

るものの両者でございます。

次に、最下段でありますが、保安林整備事

業では4,700万円余の増額補正で、台風、豪

雨等の気象災害で著しく荒廃した保安林にお

きまして間伐等の森林整備を行うものであり

まして、地球温暖化防止森林吸収源対策の一

環として取り組むこととしております。

14ページをお願いいたします。

治山施設災害復旧費の現年治山災害復旧事

、業で３億700万円余の増額補正でありますが

これもことしの豪雨災により被災しました治

山施設８カ所を復旧するものでございます。

以上、森林保全課といたしまして、14億7,

100万円余の増額補正となります。よろしく

御審議のほどお願いいたします。

○堤水産振興課長 水産振興課でございま

す。

説明資料の15ページをお願いいたします。

水産振興課でございますが、101万円の増

額補正をお願いしておりますが、これは水俣

市とか津奈木町、あるいは芦北町で構成をし

ております水俣・芦北地域振興協議会が、第

４次水俣・芦北地域振興計画に含まれており

ますアマモ場の造成、これを芦北地域で行っ

ておりますので、これを支援するための費用

として計上したものでございます。全額国庫

委託事業でございます。よろしくお願い申し

上げます。

以上でございます。

○中村博生委員長 以上で執行部の説明が終

了しましたので、議案等についての質疑を受

けたいと思います。質疑はありませんか。

○上田泰弘委員 済みません。熊本県農業公

社の農地保有合理化事業について、ちょっと

教えてください。これは全県的なものですよ

ね。

○伊藤農業経営課長 農業経営課でございま

す。

これは、以前農地管理公社と言っておりま

して、それが合体して農業公社になっており

ます。

農地保有合理化法人につきましては、売買

契約について所管しておりまして、これは全

県下で行っているところでございます。

○上田泰弘委員 これ、ＪＡなんかと連携し
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ながらされているという……。

○伊藤農業経営課長 ＪＡにつきましては、

県下のＪＡが農地保有合理化法人を持ってお

りまして、その中ではリース関係、賃貸借を

しておりまして、農業公社の方が売買、それ

から農協の方が賃貸借ということで一応すみ

分けをして、お互い連携をとりながら業務を

推進しているところでございます。

○内野幸喜委員 済みません。今と同じ熊本

県農業公社のところなんですけれども、この

中で畜産基盤整備事業、その中で家畜排せつ

物処理施設等の整備とあるんですけれども、

この家畜排せつ物の処理施設、この中でどう

しても無臭にはならないと思うんですね。若

干やっぱりにおいが出てくると。

そうしたときに、ちょっと伺ったところで

は、例えば福岡県なんかだと、何かにおいを

消すものに対して補助なんかをしているとい

うふうに伺ったんですよね。このにおいにつ

いては、もしかしたら農林水産部とはちょっ

と別になるのかもしれないんですけれども、

この熊本県農業公社の方で、施設の整備だけ

じゃなくてそういったところまで考えておら

れるのかというのをちょっとお伺いしたいと

思います。

○高野畜産課長 畜産課でございます。

先ほどの先生の御質問ですけれども、この

基盤整備事業あたりで家畜排せつ物、特に堆

、 、肥舎あたり これをやってるんですけれども

今のところ、におい関係というのをされる農

家というのは、堆肥化することによってかな

り熱が出ますので、それによって悪臭あたり

はほとんど消えるような部分でございます。

ですけれども、農家によっては脱臭装置まで

つけたいというみたいな部分で、これはオゾ

ン脱臭とかなんとかいろんな脱臭装置がある

んですけれども、そういったところをつけら

れている農家もございますけれども、一般的

にはそこの脱臭までしてないような状況でご

ざいます。

○内野幸喜委員 そういったものをつけられ

る農家に対しては、何らかの補助というのは

あるんですか。それはもう農家の方で独自に

されているということなんですか。

○高野畜産課長 基盤整備事業でやられた農

家の中で、一部は補助事業の中で見ていると

ころもあります。

○内野幸喜委員 わかりました。

○中村博生委員長 いいですか。ほかに。

○前川收委員 森林関係の温暖化対策で、今

回総額で４億1,920万5,000円補正予算として

組んでいただいて、主に間伐等々の促進とい

うことでありがたい予算を組んでいただいて

、 、おりますけれども ちょっと不安があるのは

なかなか林業関係非常に厳しくて、山の担い

手が少ないという状況の中で、確かに温暖化

対策ということで予算は堅調に伸びてきてお

りますが、予算を使っていただく受け皿とし

ての林業従事者という部分が、もちろん機械

高度化等々で対応しなきゃならない部分もあ

るとしても、なかなかその辺の人的整備が追

いついてないような気がしているんです。

今回の４億円余の補正という部分について

は、きちっと消化できる見込みでもちろん組

んでいただいている部分だと思いますけれど

も、その人的資源の開発等々も踏まえて、予

算消化ができるのかどうなのか。各森林組合

等々の受け皿に対しての説明等を含めて、ち

ょっとお話しいただければと思います。

○織田森林整備課長 森林整備課でございま

す。
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今回御提案させていただいております補正

予算、特に造林事業ということで、当然森林

所有者の御理解もいただきながら、実質的に

は森林組合の皆様にいろいろ努力していただ

いて、消化といいますか、当然、対象地を確

保したりというような中でやっていかなきゃ

いかぬということでございまして、実は、若

干まだ補正予算成立はしてないという状況で

はございますけれども、一部、今後も含めて

ですけれども、今森林組合の皆さんですとか

市町村の担当の皆さんだとかを対象にキャラ

バンをずっとやっておりまして、いわゆるこ

ういう国全体の状況なり、熊本県としてこう

いう方向を出してきているということ、さら

には補正予算でこういう事業量を議会の方に

提案させていただいていると、そういう予算

を提案させていただいているというようなこ

とも含めて、今後の見通しなんかも含めてい

ろいろ御説明をして回っているという状況で

ございます。

○前川收委員 森林組合とか、皆さん側、行

政側というんですかね。森林組合は行政じゃ

ないんですけれども、まあ山の担い手の利益

を守る組合という形でやってらっしゃる皆さ

ん方の側は、よくわかられるんですけれども

ね。

問題は地権者の方ですよね。水とみどりの

森づくり税の導入をした後も、要するに荒れ

て危なく間伐してない未整備の山に対して手

当てしますという話をしても、要は地権者が

合意してくれないと、人の土地を勝手にやる

わけにはいかぬという部分がございます。

その辺のやっぱり、今キャラバンという形

でやっていただいていると思いますが、地域

の中にいらっしゃる地権者はよくわかってら

、 、 、っしゃるけれども たまに県外で 土地だけ

山だけ所有しているけれども、県外に住んで

いるという人たちもたくさん――そういう人

たちが結構たくさん持っているという部分も

ございますから、もう一工夫しながらやっぱ

り森林所有者の理解をどう得ていくかという

部分について考えて――難しいんだと思いま

すけれども、やっぱり一番使い勝手がいいの

は森林組合でしょうね、その辺のところの情

報をきちっと持っているという前提からいけ

ば。そことの連携をしっかり深めて、バック

アップしていただきますようにお願い申し上

げます。

以上です。

○中村博生委員長 ほかにありませんか。

○西聖一委員 ５ページの普及関係の新規事

業ですね。

産学官連携普及強化推進事業、中身につい

ては、もう県の農業研究センターの方でかな

り技術確立している部分だと思いますが、そ

れを普及段階で現場に落としていくような事

業ということでとらえてよろしいんでしょう

か。

○本田農業技術課長 農業技術課でございま

す。

基本的には、昔の九州農試ですね。あそこ

で開発されました技術について、基本的に関

係機関、ＪＡだったり、いろんな機関が一緒

になって現場の中で産地づくりを目指してい

く、もしくは現場の課題解決を図っていく事

業というふうに理解していただいて結構だと

思います。

○西聖一委員 農業研究センターと十分連携

をとってやっていただければ結構だと思いま

すので、よろしくお願いいたします。

○中村博生委員長 ほかにありませんか。

○髙木健次委員 農業公園管理運営の事業の

中で、18年度は50万9,000人、３年ぶりに50
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万人の大台に回復したということですが、こ

の大きな要因は各種イベント等が多かったと

いうことですかね。

○瀬口農林水産政策課長 農業公園は、そも

そも屋外施設でございますので、第１番の理

由としては、非常に天候に左右されやすいと

いうのが１つあります。

例えば、最大のイベントでありますＪＡの

植木まつりとかといったもの、非常に雨が多

いと少なくなってくるというのが１つありま

す。

それに加えまして、農業公園が指定管理者

になっておりますけれども、いろいろと掘り

起こしをやられて、新たな誘致イベントも開

催されております。

例えば、合志市の誕生記念ふれあい産業ま

つりとか、それからヤンマー農業機械特別展

示会など、こういった新たなイベントも掘り

起こしされた結果、ふえているというふうに

理解をしております。

○髙木健次委員 大体天候に左右されるとい

うのが要因だと思いますけれども、このいろ

いろなイベントのとき、非常に渋滞がひどい

んですね、あそこは。その渋滞の原因もあっ

て来客者が少ないと。どうせ渋滞するからと

いうことで、非常にそういうことでイベント

がいろいろあっても控えておられるという方

も多いんですよね。やっぱり駐車場関係、そ

して交通整理関係、この辺の一つの対応も重

要な問題じゃないかなという感じがいたして

おりますので、その辺もどうぞ対応していた

だけるならばと思います。

以上です。

○前川收委員 今、公共育成牧場も指定管理

者ですかね――指定管理者。指定管理者を募

集されたときに、農業公社以外で手を挙げた

ところはありましたか。

○高野畜産課長 この農業公社の中の畜産公

、 。共育成牧場 これは非公募でやってるんです

それで、一応４年間の非公募ということで、

その後は一応民営化させる、そういった格好

で募集しておりません。

○前川收委員 でしょうね。公募だけでは多

分なかなか手が挙がらないんだろうと思っ

て、だれも挙げないから農業公社がとったの

かなというふうに思ってましたけれども。

経営内容、畜産環境が非常に厳しい状況の

中で、この経営内容であればやっぱり厳しい

んだろうと思いますが、４年後ということに

なると、あと何年か先、少なくとも２～３年

先には、いわゆる公募で指定管理者を募集す

るということになるわけでしょうから、前提

はですね。それまでにかなりの経営改善とい

うんですかね、ぜい肉をそぎ落とすことをや

っておかないと、指定管理者を募集しても、

現状の経営実態を見て手を挙げるところがい

ないんじゃないかなという心配をしてますけ

れども、その辺は何か対策をとってらっしゃ

るんですか。

○高野畜産課長 畜産課でございます。

先生、先ほど言われたんですけれども、一

応もう21年度末をもって、とにかく県営牧場

は廃止して、民営化ということで今進めてお

るようなわけでございます。それで、一応22

年度からは、これはもう指定管理者じゃなく

て、どこかの団体がするというみたいな格好

になるかと思います。

そういう中で、非常に公社の経営も厳しく

なってきている部分で、いろんな検討会とか

各団体さんあたりの意見を聞きながら、今い

ろんな内容を、その後どうするかを含めまし

て検討しているような状況でございます。

○前川收委員 じゃあ、もう指定管理者で公
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募をせずに、いわゆる県有施設としてはもう

廃止して、どなたか民間の企業なり組合なり

がそれを買うかなんかしてですかね。財産と

しては残っているでしょうから、売るか、貸

すかでしょうね。

○高野畜産課長 今のところ１つは、農業公

社が独自でやるというみたいな部分も一つの

選択肢じゃあるんですよ。そういう中で、特

に今牧場につきましては、西原と球磨、２カ

所あるわけですけれども、西原については、

村から今土地を借りて、それを公社に貸し付

けてるような状況でございます。球磨につき

ましては、県有地でございます。それを今公

社に管理委託をしているような状況でござい

ます。

○前川收委員 いずれにしても、これから中

身をきちっと詰めていかれるんだろうと思い

ますけれども、どなたか――多分想像できる

のは球磨酪とか畜協とか、そういうところし

か――一般的には普通の民間の方がぽんと買

うというのは余り考えられない施設でしょう

から、そういうところぐらいだろうなと、私

は勝手に個人的に想像しているんですけれど

も。

やっぱりかなり中身をぎゅっと濃縮させ

、 、て 利益を出しやすい態勢というんですかね

体質というんですかね、そういうものをつく

りながらやらないと、だれも後は引受手がい

なくなってしまって、結局宙に浮いてしまっ

たというようなことにならないように頑張っ

てください。

以上です。

○中村博生委員長 ほかにありませんか。

ないようですので、これで質疑を終了いた

します。

ただいまから、本委員会に付託されました

、 、議案第１号 第20号から第22号までについて

一括して採決したいと思いますが、御異議あ

りませんか。

（｢異議なし」と呼ぶ者あり）

○中村博生委員長 御異議なしと認め、一括

して採決いたします。

議案第１号外３件について、原案のとおり

可決することに御異議ありませんか。

（｢異議なし」と呼ぶ者あり）

○中村博生委員長 御異議なしと認めます。

よって、議案第１号外３件は、原案のとおり

可決することに決定いたしました。

次に、本委員会に今回付託されました請願

を議題とし、これについて審査を行います。

それでは、請第11号について、執行部から

状況の説明をお願いします。

瀬口農林水産政策課長。

○瀬口農林水産政策課長 グリーンコープか

ら、八代港近辺、八代市郡築で遺伝子組み換

え菜種の自生が確認されているというような

ことから、遺伝子組み換え作物栽培の規制条

例の策定と県の定期的な監視と調査、それか

ら遺伝子組み換え菜種の運送業者及び製造業

者等への指導ということで請願がなされてお

ります。

まず、遺伝子組み換え作物に対する国の対

応ということでございます。

遺伝子組み換え作物については、国におい

、 、ては 食品の利用につきましては食品衛生法

それから飼料への利用につきましては飼料安

全法、それから遺伝子組み換え生物等の使用

等の規制による生物の多様性については、い

わゆるカルタヘナ法と言われる法律によって

安全性が確保されたものについて、その使用

を認めております。

今回の遺伝子組み換え西洋菜種につきまし

ては、農水省、環境省がカルタヘナ法に基づ

き環境影響評価等を審査しまして、遺伝子組

み換え専用菜種が在来の生態系に影響を生ず

ることはないとして、輸入などを認めている
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というものでございます。

こうした菜種のこぼれ落ちの自生につきま

しては、平成16年７月に、農水省が、茨城県

鹿島港周辺において、食用油の原材料として

輸入されました遺伝子組み換え菜種が輸送中

に何らかの原因でこぼれ落ち自生しているこ

とを公表しておりまして、現在も農水省及び

環境省が継続して調査をしておるところでご

ざいます。

この遺伝子組み換え作物栽培についてでご

、 、ざいますけれども この規制につきましては

カルタヘナ法により遺伝子組み換え作物の輸

入や一般栽培を行う場合の承認については、

科学的な知見に基づいて国が行うということ

にしております。

今回発見されました遺伝子組み換え菜種

は、カルタヘナ法に基づいた各種試験、検査

により、こぼれ落ちがあっても生態系に影響

を与えることはないとして承認を受けている

ものでございます。

なお、グリーンコープが主張しておる遺伝

子組み換え菜種と他のアブラナ科作物との交

雑についても、これらのアブラナ科作物は、

農業者が栽培し出荷する場合は、花が咲く前

に収穫すること、それから農家において、種

子は自家採取ではなく毎年種苗会社から購入

しているというようなことから、交雑という

ような事態の発生する可能性は極めて低いも

のというふうに考えております。こういった

ことから、遺伝子組み換え菜種が野外で生育

しても、農作物には影響は与えるということ

はないと考えております。

、 、 、なお こういった条例については 北海道

新潟県におきまして、商業栽培等の動きがあ

ったところでございますけれども、そういっ

た県で条例を制定しております。

以上でございます。

○中村博生委員長 ただいまの説明に関して

質疑はありませんか。

○西聖一委員 菜種については、今おっしゃ

ったとおりで、直接熊本県には影響はないか

と思いますけれども、遺伝子交雑するような

作物については、ほかに大豆とか、そのほか

稲、トウモロコシ等もあります。

今回、菜種と出ているから非常に取り扱い

が難しい部分があるかと思いますけれども、

遺伝子組み換え作物についての取り扱いにつ

いては、ほかに岩手や茨城、滋賀でもガイド

ラインというのも出ているようでございます

から、よければ――いきなり条例制定という

のは難しい部分があるかもしれませんけれど

も、今後検討していくような方向はあっても

いいのではないかと思いますので、よろしく

お願いいたします。

○前川收委員 今お話もありましたけれど

も、請願の内容そのものは、もう菜種という

ことをきちっと明記されている内容でありま

すから、今、西委員がおっしゃったように、

全体的な遺伝子組み換えの問題は問題としな

がら、今後も、当然今でも検討なさってらっ

しゃると思いますけれども、そういった問題

意識は、きちっと執行部としては持っていた

だきたいということでありますけれども。

今回のこの請願については、もうきちっと

菜種ということでお話あるわけで、今説明を

聞きますと、カルタヘナ法という法律によっ

て安全と承認されているという前提からいけ

ば、菜種に絞ったような条例というのは、県

でなかなかつくろうと思ってもつくり得ない

というんですかね、上位法がある以上は。そ

ういう状況でありますから、今回は不採択で

お願いしたいと思います。

○中村博生委員長 ほかにありませんか。

、 。遺伝子組み換えについては どがんですか

ほかの県とすれば、いろいろ問題等が起きと

る県はあっとですか。
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○瀬口農林水産政策課長 遺伝子組み換え作

物については、いろいろ承認されている作物

はございます。ただ、現時点におきまして、

一般の消費者の方の反対とかということで、

日本国内においては、そういった商業栽培と

いいますか、一般的な圃場において栽培をす

るというような動きは、現在のところ起きて

おりません。

○中村博生委員長 なければ、質疑を終了し

たいと思います。

次に、採決に入ります。

まず、請第11号について、いかがいたしま

しょうか。

○前川收委員 さっきも言ったように、今回

はもう菜種ということをきちっとうたってあ

る請願内容でありますから、西委員がおっし

ゃった問題意識は執行部としてはちゃんと持

っていただきながらも、この請願については

なかなか難しいと思いますので、不採択でお

願いしたいと。

○中村博生委員長 不採択という意見があり

、 。ますので 不採択についてお諮りいたします

請第11号を不採択とすることに御異議あり

ませんか。

（｢異議なし」と呼ぶ者あり）

○中村博生委員長 異議なしと認めます。よ

って、請第11号は不採択とすることに決定い

たしました。

次に、閉会中の継続審査事件についてお諮

りいたします。

議事次第に記載の事項について、閉会中も

継続審査することを議長に申し出ることとし

てよろしいでしょうか。

（｢異議なし」と呼ぶ者あり）

○中村博生委員長 それでは、そのように取

り計らいます。

次に、その他に入ります。

執行部から報告の申し出が５件あっており

ます。

まず、報告について、執行部の説明を求め

た後、一括して質疑を受けたいと思います。

それでは、瀬口農林水産政策課長から説明

をお願いいたします。

○瀬口農林水産政策課長 県関与見直し実行

計画に基づく県出資団体等の見直し状況報告

という１枚紙を配付していると思います。

平成18年度３月に策定いたしました県出資

団体等に対する県の関与見直し実行計画に基

づくこれまでの見直し状況につきまして、県

関与見直し実行計画に基づく県出資団体等の

見直し状況報告に沿って御報告させていただ

きます。

農林水産部におきましては、先ほど経営状

、 、況を報告しました農業公社 林業公社を初め

10団体を対象として実行計画を策定しており

ます。

この実行計画では、団体の存廃の方向性、

団体代表者への県職員の就任の見直し、県職

員派遣数の見直し、県費支出の見直しについ

て、それぞれ目標を掲げて取り組みを進めて

おります。

農林水産部における昨年度までの全体的な

見直しとしては、裏面の右下部分になります

が、平成19年度ベースで、平成16年度と比較

しまして、県職員派遣５人の削減、県費支出

６億円の削減等、実行計画に沿った見直しを

進めているところでございます。

それでは、それぞれの項目に沿って、その

取り組み状況について主な内容を御説明いた

します。

、 、まず 方向性及び取り組み状況の欄ですが

農業公社につきましては、先ほどの経営状況

報告で説明いたしました内容と重複いたしま

すので、省略いたします。

次に、６番の畜産協会につきましては、平
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成17年７月に肉豚価格安定基金協会と統合

し、組織強化を図っております。

また、裏面になりますが、林業公社につい

ては、先ほども説明がありましたとおり、林

業公社経営改善推進委員会における中間報告

、 、に基づく取り組みを検討 実施するとともに

存廃を含めた公社のあり方を検討しておりま

して、平成20年度までに方針決定を行うこと

としております。

その他の団体は、法定規定事務を実施して

おります４の農業会議を除き、団体代表者へ

の県職員の就任の見直しや県費支出の削減等

を進め、県関与を縮小しながら、所管事務を

適切に実施していくこととしております。

次に、団体代表者への県職員の就任見直し

でありますが、業務の関連性でやむを得ない

ケースを除き見直すこととしておりまして、

資料に記載のとおり、農業公社を初めとした

各団体で見直しを行っているところでござい

ます。

、 、次に 県職員派遣数の見直しでありますが

農業公園への指定管理者制度導入に伴いまし

て公社への派遣を見直したこと等によりまし

て、平成16年度と比較して５名削減している

ところでございます。

最後に、県費支出でございますが、各種補

助金や委託料の見直しを図った上に、５の果

実生産出荷安定基金協会で実施していた価格

補てん制度が終了していることもありまし

て、平成19年度では、16年度から６億円を削

減、３年間累計で12億円を超える削減を実施

しているところでございます。

、 、以上 取り組み状況を説明いたしましたが

昨年３月に策定しました県関与見直し実行計

画に沿った内容で各団体とも着実に取り組ん

でおります。また、今後も取り組んでまいる

次第でございます。

御報告を終わります。

○伊藤農業経営課長 農業経営課でございま

す。

品目横断的経営安定対策への取り組み状況

、 。ということで １枚のペーパーでございます

御報告いたします。

書いてございますように、認定農業者1,43

5経営体、集落営農組織306経営体が、現在加

入しております。

加入面積といたしましては、平成19年度の

県の目標に対しまして、麦が同程度、それか

ら米、大豆は大きく上回っている状況でござ

います。

１の大豆でございます。

イの加入状況の欄の一番下でございます。

目標に対しまして、119.4％でございます。

それから、２の米でございます。

同じく、イの加入状況の表の一番下でござ

います。進捗状況といたしまして、140.8％

と県の目標を大きく上回ったところでござい

ます。

なお、参考といたしまして、麦の加入状況

といたしましては、目標に対しまして96.8％

ということで、ほぼ目標達成しているところ

でございます。

次に、裏面でございます。

３の推進上の課題でございます。

初年度の加入申請が終了いたしました現時

点におきましても、現場の実態に即していな

いといった意見がまだ多くございます。

主な意見といたしまして、１から５まで上

げております。

こういう現場の実態に即していないという

意見をもとに、農業者、農業団体、市町村等

の意見を踏まえ、現場の課題について、具体

的に現在整理しているところでございます。

なお、今月の13、14の両日におきまして、

農水省の全国キャラバンが熊本に来ておりま

す。そこにおきまして、県、市町村、それか

ら農業団体、さらには現場の農業者の方々に

集まっていただきまして、生の声としていろ

いろ御説明、それから要望をいたしていると
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ころでございます。

４の今後の推進方策でございますが （1）、

といたしまして、農業者、組織への対応とい

うことで、これまで以上に多くの農家が参加

した地域営農組織を設立させるとともに、設

立後はその組織の経営安定が図られますよ

う、組織の熟度を高めることが必要であると

認識しております。

今後とも、農家の不安が払拭できるよう、

各地域の農家ニーズに応じたきめ細やかな対

応を行っていきたいと考えております。

、 、また 集落リーダーに対する講習会の開催

農業機械の導入支援などを実施、あわせて、

組織の連携強化のための連絡協議会を発足さ

せたいというふうに考えております。

、 。それから 国等への働きかけでございます

今後とも、必要に応じ、必要なものは国に

積極的に働きかけていくということで対応し

ていきたいというふうに考えております。

以上でございます。

○進藤農村計画・技術管理課長 農村計画・

技術管理課でございます。

国営川辺川土地改良事業(利水事業)の現状

と今後の進め方についてというペーパーがご

ざいますが、これに基づきまして御報告させ

ていただきます。

本件につきましては、本会議におきまして

も、代表質問あるいは一般質問で取り上げて

いただいておりまして、質問、答弁がなされ

たところでございます。

本報告におきましては、現状を簡潔に御説

明させていただきながら、今後の進め方を詳

しく説明いたしたいというふうに思います。

まず、現状でございますが、５月14日に、

地元の関係６市町村長の中で会議が持たれて

おります。しかしながら、現在、その会議の

中に相良村は参加してないというような状況

でございます。

そういった中で、相良村を除くほかの５市

町村では、10月下旬から11月上旬にかけまし

て、各市町村ごとに農家説明会を開催すると

いうことで決定されております。

現状の一番下のポツの部分でございます

が、こうしたような状況の中で、８月末に示

されました国による平成20年度予算の概算要

求におきましては、19年度と同様に、暫定水

源や利水案の取りまとめに要する予算という

ことで３億円要求されてございます。しかし

ながら、国は、12月末の予算編成までに、地

元の合意形成が図られることが予算計上の前

提というような意向を示しているところでご

ざいます。

今後の進め方でございますが、利水事業に

、 、つきましては 所要の手続を進めるためには

土地改良法上、関係市町村長の同意というも

のが不可欠でございます。したがいまして、

関係市町村長すべての合意が必要ということ

でございます。

また、今後の展開でございますが、やはり

地元が事業の行く末をどのように考えるかが

基本ということでございまして、まずは地元

市町村間で真摯に協議調整がなされることが

重要ということでございます。

また、事業主体の国は、予算計上の前提は

地元合意形成ということで意向を示されてお

りますが、ここに至った経緯を再認識いただ

きながら、農家の意見を含めた地元市町村の

意向等をしっかりと見きわめていただいて、

今後の対応を判断していただきたいというこ

とでございます。

県といたしましては、利水事業がこのよう

な形で予断を許さない状況であるということ

の認識を持ちまして、そういった中で、今後

予定されている農家説明の状況、関係市町村

長の協議の状況、さらには、12月の政府予算

決定に向けた国の動向を注視して、農家中心

という大原則を念頭に置きながら、県として

何をなすべきかを見据えた上で、精いっぱい

対応してまいる所存ということでございま
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す。

以上でございます。

○織田森林整備課長 まず、いよいよ間近と

なりました第31回全国育樹祭につきまして御

説明をさせていただきたいと思います。

その資料の２の開催の概要でございますけ

れども、主催は、熊本県と国土緑化推進機構

でございます。

、 、 、開催日は 本年の11月４日日曜日 会場は

阿蘇市の阿蘇みんなの森でございます。参加

者は約6,000名を予定しております。

式典の行事といたしましては、皇族殿下に

よるお手入れ行事、いわゆる枝打ちをやって

いただく予定でございます。それから、皇族

殿下のお言葉、緑化功労者等の表彰、緑の少

年団活動発表などを行います。

３の開催準備の状況でございますが、今回

の育樹祭につきましては、あらゆる場面で県

民の参加をいただきながら、県民の手づくり

による育樹祭となるように準備を進めてきて

おります。

具体的には、大会テーマですとかポスター

原画等に県民から提案をいただいたり、飾り

花の栽培、木製プランターの製作等に高校生

とか緑の少年団、ボランティアの協力をいた

だいております。また、企業、団体から協賛

をいただいておりますし、物販、展示などへ

も協力をいただくこととしております。

さらに、式典の参加者につきましては、い

わゆる林業関係者だけではなくて、広く県民

の皆様に参加いただくよう呼びかけを行って

おりまして、現在、最終の参加者の確認を行

っているという状況です。

裏面をお願いします。

今回の育樹祭を県庁挙げて運営するために

設置しました第31回全国育樹祭熊本県実施本

部におきまして、運営マニュアルなんかもつ

くりまして、現在これによるリハーサルを行

うなど、最終の準備作業を進めているという

状況でございます。

４の併催・記念行事でございますけれど

も、資料にあるようなそういう併催記念行事

を行って、育樹祭の開催に係る機運はもとよ

り、県民参加の森づくりへの機運を一段と高

めていきたいというふうに考えております。

この育樹祭につきましては、県議会の先生

方にも、式典への参加など、何とぞ御協力を

賜りますようよろしくお願い申し上げます。

続きまして、今般、地球温暖化防止に関連

いたしまして、熊本県森林吸収量確保推進計

画という計画を策定いたしましたので、その

概要について説明いたします。

資料の計画の趣旨の部分でございますけれ

ども、その前に、御存じのとおり京都議定書

では、日本は、第一約束期間、平成20年度か

ら24年度の５年間における年平均の温室効果

ガスの排出量を平成２年の排出量から６％削

減すると、このうち3.8％を森林による二酸

化炭素の吸収で賄うということとされており

まして、今回策定しました計画につきまして

は、3.8％の確保に向けまして熊本県として

関連する対策を推進するために、基本方針で

すとか整備、保全の目標、それから、講じる

措置などについて定めるものでございます。

３の策定日、計画期間は、記載のとおりで

ございますけれども、計画期間につきまして

の終期は、第一約束期間の最後の平成24年と

なってございます。

４の計画の概要でございます。

基本方針の部分では、1つ目の丸にありま

すように、京都議定書において、二酸化炭素

の吸収源としてカウントできる森林、これは

1990年以降、適正に整備、保全されている森

林でなければいけない、これをＦＭ林と言っ

ておりますけれども、そういう森林でなけれ

ばいけないというふうにされておりまして、

具体的には育成林、いわゆる人工林と考えて

いただいていいと思いますけれども、その育

成林については間伐等の手入れがきちんと行
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われている必要がありますし、また、天然林

につきましては、保安林等によります保護、

保全措置がきちんととられてなければいけな

いというふうにされておりまして、そういっ

たことを適切に実施することが必要であると

いうことをそこでうたっております。

それから （2）の整備、保全面積の目標の、

部分につきましては、育成林の目標ＦＭ林面

積、いわゆる先ほど申しましたように、二酸

化炭素の吸収源としてカウントできるような

適正な整備が行われている森林の面積の目標

といたしまして、17万6,000ヘクタールを確

保するということ、それから天然生林につき

ましては、２万3,000ヘクタールを確保する

、 。という そういう数値目標を掲げております

なお、育成林の目標ＦＭ林面積の17万6,00

0ヘクタールのうち９万ヘクタールは既に適

正な整備が行われてＦＭ林となっておりまし

て、したがって残りの８万6,000ヘクタール

について、この６年間で間伐による整備を行

っていくということとしておりまして、これ

が年平均1万4,500ヘクタールということにな

ります。

裏面をごらんいただきたいと思います。

そのために講じる措置の部分につきまして

は、間伐ですとか跡地の適切な更新、それか

ら保安林の計画的な指定、労働力の確保、木

材利用の拡大、県民参加の森づくりなどを進

めるということを掲げております。

なお、今回の補正予算におきまして、先ほ

ど申し上げました年平均1万4,500ヘクタール

の間伐を進めるために、約3,500ヘクタール

の追加的な間伐の実施に必要な予算を提案さ

せていただいていると、こういう状況になっ

ているということでございます。

以上でございます。

○中村博生委員長 報告が終了しましたの

で、質疑を受けたいと思います。質疑はあり

ませんか。

○内野幸喜委員 品目横断的経営安定対策の

、 、件なんですけれども この中で推進上の課題

主な意見を幾つか出されているんですが、そ

の中で過去３カ年の生産実績、例えば今まで

が４ヘクタールだったと、ことしさらに５ヘ

クタール、10ヘクタールふやした方、そうい

った方についてはどうなるのかなと。

ちょっと私がお伺いしたところだと、担い

、 、手経営革新促進事業というのがあると ただ

これを本当に皆さん御存じなのかなと、そう

いったところをちょっと疑問に思うときがあ

るんですね。

この担い手経営革新促進事業については、

どういう形で今周知されているのか、ちょっ

とお伺いしたいなと思いますが。

○伊藤農業経営課長 まず、革新事業の件で

ございますが、現在の進捗状況といたしまし

ては、各地域からの取りまとめを行い、それ

から農水省の方に提出しておりまして、今後

農水省の直轄事業でございますので、結果は

いずれ――いつかというのはちょっとわかり

ませんけれども、また結果が出るものと思っ

ております。

確かに、革新事業というのは、過去実績の

ない方々のためにそもそも制度が創出された

こともございますが、現実の推進上いろいろ

な条件がございまして、やはりなかなか生産

者の方々の御希望に沿うような形でやれてな

い部分も確かにございます。

そういうことで、先般のキャラバンの中で

も、過去実績についてが、やはり以前の対策

に比べて支払い額が実績として下がっている

じゃないかと、そういう現場の声も国の方に

直接言っていただいているところでございま

す。

そういうことで、農水省の方も、そういっ

たいろいろな不満といいますか、不安といい

ますか、そういうものを受けとめて今回全国
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キャラバンを行ったわけでございまして、そ

の結果につきましても、また検討されて、現

場の方、私たちの方にも返していただくとい

うことで農水省も考えているということを発

言されておりますので、またその辺を踏まえ

ながら、こちらとしても今後推進上の課題に

ついて整理していきたいというふうに考えて

おります。

○内野幸喜委員 今私が言ったことについて

は、これからふえるんじゃないかなと思うん

ですね。つまり、認定農業者が４ヘクタール

と、４ヘクタール持てない方というのが、や

、 、はりいろんな方に貸されて そうした場合に

やっぱりここ１～２年で10ヘクタールとかふ

える。だから両極端に分かれると思うんです

よね。

そういった過去３カ年じゃなくて、今お話

にあった担い手経営革新促進事業ですか、こ

ういったことの周知とか、こういった事業も

あるんですよということを、ぜひ広く皆さん

方に周知されるような形の徹底をお願いした

いなと思います。

○伊藤農業経営課長 今、委員の方から申さ

れたことにつきましては、また集落座談会等

推進のときに、折に触れて周知徹底をしてい

きたいというふうに考えております。

○前川收委員 関連でよろしいですか。

私も、ずっと品目横断的経営安定対策、質

問も用意したんですけれども、なかなかきっ

ちり言いたいことが言えなくて、時間が足り

なくて申しわけなかったんですけれども。

今内野委員が言ったようなお話も含めて、

もともとやっぱり規模拡大をしていきなが

ら、なおかつ自給率を高めていこうという大

きな命題に向かっていくはずの制度なのに、

緑ゲタですか、３年の過去実績に基づく緑ゲ

タとか、何か黄ゲタとか、よくわからないと

ころもあるんですけれども、そういった部分

でなかなか制約が大きくて、率直に言って、

地元農家の皆さん方からは、もうやっぱり余

り評判よくないですね。

ただ、制度としては、やっぱりこういった

集落型でやっていくしかないというのはみん

なわかっていらっしゃいます。わかっていら

っしゃるけれども、やっぱり転換期というん

ですかね、そういった部分で、非常に事務の

煩雑さであったりとか、本来の趣旨から考え

れば、過去実績が仮に１年とか２年しかなか

ったにしても、規模拡大をしていこうという

形であるならば、それは認めるべきじゃない

かという話があるにもかかわらず、なかなか

難しい。

また、別に今おっしゃったような部分では

やれるといっても、ゼロからやるときにはし

やすいけれども、１年やってました、２年や

ってましたと、３年なかったものは、過去実

績の３年なかった人たちは、非常に中間的に

切り捨てられてしまうという制度の矛盾とい

うのがあることについてもわかってます。

そこで、その全国キャラバンをなさったと

いう話でありますけれども、私は、本当は今

議会で意見書を出したいと思ってたんです、

この委員会の中で。議論をした上で、国に対

する意見書というものをまとめて、品目横断

そのものが悪いんじゃなくて、変えるべき部

分を変えていただきたいという意見書をつく

りたいというふうに思っておりましたが、全

国キャラバンが来るという話があったので、

ちょっと一呼吸置いて、その経緯結果を見た

上で判断しようというような思いを個人的に

持っておったわけですけれども、全国キャラ

バンの結果については、大体いつごろ国から

は出てくるんですか。

○伊藤農業経営課長 そこは、まだ確認はし

てないところでございますが、来年度の予算

との絡みがございますので、そのあたりじゃ
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ないかなという感じがしておりますが、ちょ

っと具体的にいつというのは、まだ聞いてお

りません。

○前川收委員 来年度の予算の絡みとなる

と、我々は、こういった委員会を――きちっ

とまた本会議まで通さないと意見書を出せな

いわけですけれども、12月県議会という話に

なっちゃうと、もう概算要求が固まってしま

って、来年度予算が固まった状況の中で意見

書を出しても余り意味がないのかなというこ

とを思っております。

そこで、内容については、本当たくさんあ

るんですね。それは一つ一つ拾い上げれば切

りがないぐらいにあるんですけれども、幾つ

かの項目、特に現場の声を吸い上げた部分の

中で、今内野委員が御指摘いただいた規模拡

大がなかなかできない。現実そうなんです。

できない制度上の問題、３年間という規定の

やっぱり矛盾、こういった部分を、主なもの

でいいですからまとめた上で――12月を待っ

とったって間に合わぬとですよね、現実的に

は。

その意見書が通っていったにしても、来年

度予算に反映できない形になりますから、内

容を少しまとめていただきながら――項目は

もうわかってるんですよ、大体。言葉で言え

と言われるのがなかなか面倒くさい。それで

言うことすら制度上の難しさがあってなかな

か言いづらい話があるんですけれども。

委員長、いかがでしょうか。委員の皆さん

方から御賛同いただくことができれば、この

品目横断を、悪とするものじゃなくて、これ

はこれで推進するべきだということを前提と

しながら、部分的に非常に農家に不満が多い

部分、今言った部分ですね、をやっぱり改正

してもらいたいというような趣旨の意見書と

いうものを委員長の方で取りまとめられて、

お出しいただければありがたいなというふう

に思いますけれども、いかがでしょうか。

○中村博生委員長 今、前川委員の方より、

意見書の提出のお話、品目横断の中身的に変

えていただきたいという部分を意見書として

提出したいということでございますけれど

も、委員の皆さん、よございますか。

（｢異議なし」と呼ぶ者あり）

○中村博生委員長 ありがとうございます。

意見書案については、私に一任していただ

いてよございますか。

（｢はい、お願いいたします｣と呼ぶ者あ

り)

○中村博生委員長 ありがとうございます。

ほかにございませんか。

○上田泰弘委員 これはもう要望です。

このキャラバンが来るという話があって、

ぜひ本当は参加させてくださいと言って、断

られたんですけれども。でも、やっぱり地元

の人から聞いても、この安定対策事業に関し

ては、なかなかいろんな要望も出てますし、

やっぱり現場に合ってないというような話も

いろいろ聞いています。

ということで、今回いろんな方、選抜され

た方々が、この会に来て意見を言われている

ということだったものですから、もしよけれ

ば、そこでどういう意見が出たのかを、生の

声を何かにまとめてもらってというか、何か

簡単な資料にでもしていただいて、そのうち

いつか見せていただければというふうに思い

ます。済みません。

○伊藤農業経営課長 また後日……。

○上田泰弘委員 はい、お願いします。

○中村博生委員長 ほかにありませんか。

なければ、これで報告に対する質疑を終了

いたします。

次に、その他に入りますけれども、何かご
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ざいませんか。

○内野幸喜委員 ９月10日だったと思うんで

す。これは滑石漁協の方なんですけれども、

ある座談会の中で、ノリを生産されている方

とかが海に入っているときにちょっとした高

い波が来ると。それが最初何の波なのかなと

皆さん思ってたらしいんですけれども、どう

も熊本から島原に向かっているオーシャンア

ロー、それの波らしいんですね。

私たちも実際見にいきました。そのときは

たまたま風が強くて、波がそんなには――風

が強くて波が強かったので、そのオーシャン

アローからの波というのは来なかったんです

けれども、実際にノリとかの生産に従事され

ている方の話によると、風がないときなんか

というのは、２時間に１度必ず来るらしいん

です。高いときは１メートルから１メートル

50ぐらいと。特に、潮が引いてるときにやは

りその波が強く高くなると、やっぱり津波み

たいな形で。

本当にそういうのがあるんだろうかなと思

ってたんですけれども、熊本県の漁連の第２

部会の方が、熊本フェリーとこれは熊本県の

土木部長の立ち会いのもと、協定書というの

。 。を策定されてるんですね これ２部会ですね

だから、恐らく河内とかその辺だろうと思う

んですね。距離的に河内よりも玉名の方が遠

いんですけれども、ただ、玉名の方にも実際

そういう波が来ると。

それに対して、これはもしかしたら農林水

産部とはちょっと違うのかなと思うんですけ

れども、ただ、実際にだばっていうんですか

ね、ゴムの。水が、何というんですかね、こ

こから水が、皆さん入ってくると。今はもう

２時間おきというのがわかってらっしゃるの

で、その時間帯は出ないと。以前は、わから

なかったときはそのまま海の中に入られて、

高い波が来て水が入ってやっぱりちょっと危

険なこともあったということなんですね。２

時間置きということをもう御存じの方は、そ

の時間には行かないと。

ただし、例えば引いてるときなんかに、ア

サリとかをとられている一般の方、そういっ

た方というのは、やはりそういう波が来るこ

とは恐らくわからないと思うんです。やっぱ

りそうした人たちも危険なのかなと思います

ので、恐らく２部会の方は、そういったこと

からこの協定書を結ばれていると思うんです

ね。

、 、 、１部会 要するに大浜 滑石とか横島とか

そういったところも、こういう協定書という

のが可能なのかどうかということですね。こ

れ、農林水産部と若干やっぱりかかわりがあ

ると思うんですよ。その辺……。

○堤水産振興課長 水産振興課でございま

す。

フェリーの運航でございますので、我々と

してはちょっと所管をしているところではな

いわけでございますけれども、水産に関する

ということでございます。漁業被害に関する

、 、内容でございますので 水産振興課の方から

十分ではないと思いますけれども、お答えを

させていただきます。

このオーシャンアローという船でございま

すけれども、これは熊本港とそれから島原港

を結ぶフェリーでございまして、かなり大き

なフェリーであると。しかもスピードが出る

というようなフェリーでございます。ですか

ら、熊本港に入港するときには、その近くの

周辺に大きな波が押し寄せているようでござ

います。

そういったことから、この周辺のノリ養殖

とか、あるいは採貝業、この安全を確保する

ということで、今内野委員がおっしゃった、

漁連２部会とオーシャンアローを所有してい

ます熊本フェリー株式会社の間で協定が結ば

れているというところでございます。

実は今、委員のお話しになった玉名地域と
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いいますのは、この熊本港、それから島原ラ

イン、島原港を結ぶラインからは随分離れて

おりますので、我々としては、影響があるな

んて考えたことが実はなかったわけでござい

ます。

これからは、この地区の漁協でさらに詳し

いお話をお聞きいたしまして、我々として何

かできることがあれば、それについて対応し

てまいりたいというふうに思っております。

、 、それから フェリーの運航につきましては

これは管轄しているところが多分九州運輸

局、あるいは海上保安部というところではな

いかと思いますので、この協定についての話

も含めまして、きちっと今の委員のお話は伝

えてまいりたいと思っております。

以上でございます。

○内野幸喜委員 島原発熊本行き、このとき

の方が波は高いということなんですね。この

前私が行ったときは、そういう波はちょっと

、 、起こらなかったんですけれども 風が強くて

波がもともと高かったということです。

、 、できれば ぜひ一度現地を見ていただいて

ただ、これは行ったからといって、すぐその

ときに見れるというわけではないんですよ

ね。やっぱり風がないときとか、そういう条

件が重ならないと、なかなかそういう高い波

に遭うということはないんですけれども。

ただ、そういう従事されている方からすれ

ば、やはりもう以前からそういったものがあ

るということなので、ぜひ現地を一度視察し

ていただいて、これ根気が要る視察になるか

もしれないんですけれども、ぜひそういう現

場にも足を運んでいただきたいと思います。

○中村博生委員長 現地調査をよろしくお願

いいたします。

ほかにございませんか。

○西聖一委員 済みません、２点お願いいた

します。

１つ目は、今ガソリンが相当高騰しており

まして、当然農林水産業に関連するＡ重油も

高騰していると思います。

この問題は、３年前も起こって相当そのと

きも議論されておりますけれども、そのとき

と今回の影響幅ですね。値上げの影響幅の状

況、それから、それが今後どういうふうに予

想されるかということをお聞きしたいのと、

当然、対策をどのようにしていくのかという

ことを１点お聞きしたいと思います。

○瀬口農林水産政策課長 原油価格について

でございますけれども、最近でも新聞で、ブ

ッシェル当たり80ドルを超えたというような

こと、高値を更新しているというような状況

がございます。

こういった18年度以降に高くなっておりま

して、農林水産業用の燃料とか、あるいは資

材価格の高騰など、大変大きな影響を受ける

だろうというようなことを思っております。

現在のところ、経営自体にも大きな影響を

及ぼしているような認識は持っております。

例えば農業関係では、米の乾燥施設とか、

あるいはコンバイン等の機械の燃料のほかに

も、園芸施設用の暖房施設といったもの、あ

るいは被覆資材等の価格が高騰するというよ

うな影響が懸念されております。

また、畜産関係では、バイオエタノールに

利用するトウモロコシの値段が高くなってお

りまして、家畜用飼料価格の上昇というよう

なことも引き起こしております。

林業関係においても、乾燥機械とか、高性

能機械など、燃料価格の上昇の影響がありま

すし、水産業の関係でも、漁船の燃料価格と

か、あるいはノリの乾燥施設の燃料等、価格

が上昇するというような格好になっておりま

して、経営に対しての大きな懸念がございま

す。

燃料自体はどうなっているのかと申します
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と、平成17年４月、１リットル当たりＡ重油

で55円だったものが、19年６月には76円と、

。 、21円のアップをしておりました こういった

例えば施設野菜といったものをやっておられ

る方の経営には、大変大きな影響があるんじ

ゃないかというふうに思っております。

このため、農林水産部では、庁内連絡会議

というものを開催いたしまして、原油価格の

状況を定期的に把握しますとともに、技術対

策等の情報を収集して、そういったものを農

家へ伝えていくというふうにしております。

具体的な対応につきましては、まず１番目

に、技術情報を提供するということでござい

ます。

省エネ技術の的確な情報を収集し、農家に

迅速に提供するということ。

具体的に申しますと、ハウス内の気密性を

、 、高めるとか 暖房機の点検整備を進めるとか

多層カーテンの導入を図るとか、あるいは栽

培管理を工夫していくといったことの技術情

報を提供したり、あるいは省エネ機械に対し

ての支援、これについては、単県事業の園芸

新たな挑戦強化対策事業とかといったものを

使って農家を支援していくと。あるいは、制

度資金を利用して、農家の経営の支援をする

ということをしております。

それから、３番目が、畜産の配合飼料の高

騰に対する支援としましては、飼料の購入に

要する資金を融通する家畜飼料特別支援資金

融通事業というものが19年度から実施をされ

ております。

そのほか、試験研究においても、こういっ

た省エネ対策というものを研究していく、あ

るいは国に対しても、省エネ等のいろんな政

策についての要望を行っております。

以上が、我々、現在原油価格高騰に対する

対応ということでやっておるものでございま

す。

○西聖一委員 大変しっかり取り組んでいた

だいているので安心しておりますが、たまた

ま今暖冬で本当に暑いので、意識がまだなか

なかわかないんですけれども、必ず12月、１

月になればまた大分問題になるんだと思いま

すので、よろしくお願いいたします。

もう１点は、緑資源機構が今後廃止という

話を聞いていますけれども、その後、今やっ

ている事業はいっぱいあると思うんですね。

その継続している事業の進捗状況と事業主体

が変わった後の取り扱いをお聞きしたいと思

います。

○進藤農村計画・技術管理課長 農村計画・

技術管理課でございます。

まず、緑資源機構の問題でございますが、

これにつきましては、本県関係では、現在実

施されております事業が阿蘇小国郷区域特定

中山間保全整備事業でございます。

この事業でございますけれども、現在事業

費ベースで45％の進捗ということでございま

して、平成21年度での工事完了という予定で

ございます。

これは新聞報道等でもなされております

が、本年の７月26日に、これは緑資源機構を

所管する農水省が、緑資源機構談合等の再発

防止のための第三者委員会というのを設置し

ておりまして、この中間取りまとめが７月26

日に行われているわけでございます。

この中で公表されておりますのが、緑資源

機構については、平成19年度をもって廃止す

るということが１点ございます。あとは、特

定中山間保全整備事業につきましては、必要

な見直しを行った上で、他の法人に継承して

実施するということが公表されているわけで

す。

こういった中で、平成19年８月31日でござ

いますけれども、農水省内におきまして、ま

た今度は別途特定中山間保全整備事業の効率

的整備手法検討委員会というのがございまし

て、この中で審議がなされていまして、まず
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は見直しの部分でございますが、約５億円の

縮減を図って継続していくということで、こ

れは検討結果として出されております。

したがいまして、これは約５億円の縮減を

これから検討していきまして、平成21年度完

成までにこの事業は実施されていくと。ただ

し、緑資源機構は、19年度をもって廃止され

ますので、別の法人にこの部分の事業は継承

されて、所要の効果が出るような整備がなさ

れていくということでございます。

○西聖一委員 事業主体が変わったことによ

って、事業が途中でポシャることがないよう

にくれぐれもお願いしたいと思います。せっ

かく実施した事業ですから……。

○井手林業振興課長 緑資源機構のうち、幹

線林道の分について御説明申し上げます。

国におきましては、緑資源機構の廃止に伴

いまして、幹線林道につきましては、補助事

業として、県の事業として移行できないかと

いう中間報告の取りまとめをされたところで

ありますが、８月31日に、林野庁の方から、

関係道県の主管課長会議が開催されまして、

その席上、基本的に廃止はもう前提としなが

ら、幹線林道につきましては、３分の２の補

助の都道府県の事業として移行できないかと

いうことで、財務省に対しても概算要求して

いるということで方針が示されました。

県としますなら、この間、国が計画した事

業だから当然国の方で最後までやっていただ

きたいということで、知事連名で再三陳情も

いたしましたけれども、結果的には方針が変

わらないということで、去る９月６日に県内

の関係市町村にお集まりいただきまして、そ

の後の対応につきまして協議したところであ

ります。

１つには、人件費の問題、あるいは県の予

算、今県は負担金としまして25年割賦払いを

いたしておりますが、県が事業主体としてや

ると、単年度で予算措置するなど、予算的な

面もございまして、そうした課題を検証して

。 、 、おるところであります 早急に 国に対して

新たな要望も含めまして、結論を出したいと

いうことで今検討中でございます。

以上でございます。

○西聖一委員 もうとにかく事業をやった以

上は必ず100％実施していただいて、費用対

効果きちんとできるようにお願いいたしま

す。地元も要望しているわけですから、お願

いいたします。

○中村博生委員長 ほかにありませんか。

○田端義一委員 昨日だったですかね、昭和

40年代前半からいわゆる農地の基盤整備事業

が行われまして、その基盤整備事業の中で地

下埋設管ですね。それにいわゆるアスベスト

が入った石綿管を利用しているということを

ちょっとお聞きしましたけれども、その石綿

管のいわゆる埋設の置きかえ工事等の計画は

ないかですね。県内にそういったアスベスト

を利用した地下埋設管を利用している面積等

は把握されているかということを、ちょっと

お尋ねしたい。

○進藤農村計画・技術管理課長 農村計画・

技術管理課でございます。

土地改良施設におけますアスベスト対策に

つきましては、現在７カ所の排水機場につき

まして、これは露出しているものですから、

この部分を優先して、18年度から県営土地改

良施設とアスベスト対策事業ということで排

除工事を実施して、石綿に起因する影響の未

然防止を図っているところでございます。

この工事につきましては、18年度６カ所、

19年度１カ所を実施する計画でございます

が、現在排水管の方につきましては、まだ具

体的に、どれぐらい広がりがあり、どれぐら
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いの量があるかということについては、しっ

かりとした把握をまだしていないという状況

でございます。

○田端義一委員 それから、いわゆる土地改

良区で市町村がやった事業についても、いろ

いろ該当する地下埋設管が入っていると思う

んですよ、40年代前半は。非常に広範囲にわ

たっていると思いますけれども、そういった

実態というのは、やっぱり市町村営でやっと

る、また土地改良区営でやっとる事業という

のは非常に面積的に広いと思うんですよ。そ

れを全面的に入れかえるということになる

と、相当な費用がかかると思うですたいね。

その費用について、いわゆるどこが負担す

るのかということですね。そういった基本的

な考え方というのは、まだ県の方にはないん

ですかね。

○進藤農村計画・技術管理課長 アスベスト

管につきましては、基本的には今露出しない

わけでございますので、例えば更新の時期に

アスベストが飛散をしてしまうとか、こうい

ったことがやはり問題になるというふうに思

っております。

したがいまして、我々の方も、事務レベル

におきましては、どのような工事がなされて

いて、どれぐらいのものがあるかということ

は、きっちりまだ把握して公表するまでには

至ってませんけれども、事務レベルではそう

いう整理を行いながら、更新するときにどう

いう対策が必要かということは、これは全国

的な課題でもございますので、十分関係する

県あるいは農林水産省等とも連携しながら、

どういう方法で更新していくかということに

ついては、実際に更新する時期を見据えなが

ら、しっかりとその辺は対応してまいりたい

というふうに考えております。

○中村博生委員長 ほかにありませんか。

（｢ありません」と呼ぶ者あり）

○中村博生委員長 なければ、以上で本日の

議題を終了いたしました。

最後に、要望書が４件提出されております

、 。ので 参考としてお手元に配付しております

ごらんいただければというふうに思います。

それでは、これをもちまして本日の委員会

を閉会いたします。

大変お疲れさまでございました。

午前11時54分閉会

熊本県議会委員会条例第29条の規定により

ここに署名する

農林水産常任委員会委員長


